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はじめに

第335回の委員会では、家賃保証会社が保
証契約書ひな形として利用する契約条項（以
下「同条項」）につき、消費者契約法（以下「同
法」）12条３項に基づく差止訴訟の中で、最
高裁として、初めて同法10条の妥当性を認め
ると判断した事例（第一審：大阪地裁　令和
元年６月21日判決、控訴審：大阪高裁　令和
３年３月５日判決、上告審：最高裁第一小法
廷　令和４年12月12日判決）を取り上げた。

＜事案の概要＞

適格消費者団体である原告Ｘ（控訴人・上
告人）が、家賃債務保証業を営む被告Ｙ（被
控訴人・被上告人）に対し、Ｙが消費者を相
手方として締結する保証契約に含まれる同条
項は、同法８条１項３号又は10条に規定する
消費者契約の条項に該当してその効力が否定
されるものであるとして、同法第12条３項の
規定に基づき、同条項を含む消費者契約の申
込み又は承諾の意思表示の差止め、同条項が

記載された契約書ひな形が印刷された契約書
用紙の廃棄及びＹの従業員らへの指示を徹底
する旨の書面の配布を求めた。
第一審では、Ⅹの請求を一部認容したが、

控訴審では、同条項による賃借人の不利益は
限定的なものであるから、同条項は同法10条
に規定する消費者契約の条項には当たらない
等として、Ｙの敗訴部分を取り消して、その
部分につきＸの請求を棄却するとともに、Ｙ
の控訴を棄却した。
上告審では、Ｘの請求のうち、同法10条に

該当すると判断した同条項の差止や契約書ひ
な形の廃棄等を求める部分を認め、その余の
上告を棄却又は却下した事案である。

委員会では、最高裁の家賃保証会社による
建物賃貸借契約の無催告解除権の行使に関す
る考え方等について、意見交換が行われた。
詳細は「委員会における指摘事項」（106頁）
を参照していただきたい。
また、委員会に先立ち行われたワーキング

グループ（不動産事業者、行政庁等で構成）

〈不動産取引紛争事例等調査研究委員会（第335回）検討報告〉
家賃保証会社と建物賃借人との間で締結された保証契約の条項
は、消費者契約法10条に該当するとして、適格消費者団体によ
る同法12条に基づく差止請求の一部が認容された事例

＜消費者契約法12条に基づく差止等請求事件＞
（第一審） 大阪地裁 令和元年６月21日判決
 平28（ワ）10395号 判例時報2448号99頁・2477号128頁
（控訴審） 大阪高裁 令和３年３月５日判決
 令元（ネ）1753号・令２（ネ）1891号 判例時報2514号17頁
（上告審） 最高裁第一小法廷 令和４年12月12日判決
 令３（受）987号 判例時報2558号16頁 判例タイムズ1507号41頁

調査研究部
（調査役：田代 佳秀）
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でも、本事案等を踏まえ、家賃保証会社に関
する実務上の対応状況等について報告がなさ
れたので、一部紹介する。

＜ワーキンググループ意見＞

○本件判決の感想
・これまで家賃保証会社や差止請求訴訟に対
する意識は高くなかった。

・最判に同感、高判には違和感があった。
・賃貸契約の当事者でもない家賃保証会社が
契約解除権を有するのはおかしい。自力救
済を認めるような形には同意できない。

・延滞者対策として、Ｙのような保証会社に
対する需要が存在する一面もあるのでは。

・貸主に対する家賃保証会社からの連携をも
っと図るべきではないか。

・個別の事案における訴訟では、結論も違っ
てくるように思われる。

〇実務上のトラブル事例等
・具体的な事例は無いとの意見が多かった。
・同条項のようなものは使用していない。
・賃貸借契約における無催告解除のような案
件は、賃貸人による訴訟対応としている。

・訴訟の場合、家賃保証会社は、あくまで賃
貸人に対する助言の立場というのが実状で
ある。

1 ．委員会資料

＜当事者＞

［原告（控訴人・上告人）］
Ｘ：消費者契約法２条４項の適格消費者団
体〈全国にある25団体（令和５年10月
末現在）のひとつ〉

［被告（被控訴人・被上告人）］
Ｙ：家賃債務保証業者〈賃貸住宅の賃借人
の委託を受けて賃借人の賃料等の支払
に係る債務（賃料債務等）を保証する
事業会社〉

＜判決の内容＞

［主文］
≪第一審≫
１　Ｙは、住宅等の賃貸借契約の賃借人（以
下「原契約賃借人」という。）その他消費
者を相手方として、上記賃貸借契約（以下
「原契約」という。）から生ずる賃貸人（以
下「原契約賃貸人」という。）に対する賃
料等債務につき保証を受託することを含む
「住み替えかんたんシステム保証契約」（以
下「本件契約」という。）を締結するに際し、
下記の契約条項目録記載の18条２項２号の
ような、原契約賃借人が賃料等の支払を２
箇月以上怠り、Ｙにおいて合理的な手段を
尽くしても原契約賃借人本人と連絡がとれ
ない状況の下、電気・ガス・水道の利用状
況や郵便物の状況等から原契約の目的たる
賃借物件（以下「賃借物件」という。）を
相当期間利用していないものと認められ、
かつ、賃借物件を再び占有使用しない原契
約賃借人の意思が客観的に看取できる事情
が存するときに、原契約賃借人が明示的に
異議を述べない限り、賃借物件の明渡しが
あったものとみなす権限をＹに付与する条
項を含む消費者契約の申込みまたは承諾の
意思表示をしてはならない。
２　Ｙは、前項に係る条項が記載された契約
書ひな形が印刷された契約書用紙を廃棄せ
よ。
３　Ｘのその余の請求をいずれも棄却する。
４　訴訟費用はこれを５分し、その１をＹの
負担とし、その余をＸの負担とする。

≪控訴審≫
１⑴一審Ｙの控訴に基づき、原判決中、一審
Ｙ敗訴部分を取り消す。
⑵上記部分につき、一審Ｘの請求をいずれ
も棄却する。
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２⑴一審Ｘの控訴を棄却する。
⑵一審Ｘの当審における附帯控訴に基づく
追加請求を棄却する。

３　訴訟費用は、第１、２審を通じ、すべて
一審Ｘの負担とする。

≪上告審≫
１　原判決主文第１項を破棄し、Ｙの控訴を
棄却する。

２　原判決中、契約条項目録記載１の内容の
条項に係る請求に関する部分を次の通り変
更する。Ｘの控訴に基づき、第一審判決中、
上記請求に関する部分を次の通り変更する。
⑴Ｙは、賃貸住宅の賃借人となる消費者と
の間で当該消費者の賃料等の支払に係る
債務の保証委託に関する契約を締結する
に際し、契約条項目録記載１の内容の条
項を含む契約の申込み又はその承諾の意
思表示を行ってはならない。
⑵Ｙは、契約条項目録記載１の内容の条項
が記載された契約書ひな形が印刷された
契約書用紙を廃棄せよ。
⑶Ｘのその余の請求を棄却する。

３　Ｘの契約条項目録記載２の内容の条項に
係る請求に関する上告及び同目録記載３の
内容の条項に係るその余の請求に関する上
告を棄却する。

４　Ｘのその余の上告を却下する。
５　訴訟の総費用は、これを５分し、その３
をＸの負担とし、その余をＹの負担とする。

［請求内容］
≪第一審≫
１．Ｙは、Ｙが、消費者との間で、本件契約
を締結するに際し、次の⑴から⑸までの契
約条項を含む消費者契約の申込み又は承諾
の意思表示を行ってはならない。
⑴契約条項目録記載の13条１項のような、

家賃債務保証受託者であるＹに原契約賃
貸人と原契約賃借人間の賃貸借契約（原
契約）を無催告解除する権限を付与する
趣旨の条項。
⑵契約条項目録記載の13条１項のような、
Ｙが原契約の無催告解除権を行使するこ
とについて、原契約賃借人に異議がない
旨の確認をさせる趣旨の条項。
⑶及び⑷〈～省略〉
⑸主文第１項同旨の条項

２．Ｙは、前項⑴から⑸までに係る条項が記
載された契約書ひな形が印刷された契約書
用紙を廃棄せよ。

３．Ｙは、その従業員らに対して、本件契約
を行うための事務一切を行わない内容の記
載の書面を配布せよ。

≪控訴審≫（一部抜粋）
１．一審Ｘの控訴の趣旨
・原判決中、一審Ｘ敗訴部分を取り消す。
・一審請求と同内容。

２．一審Ｘの附帯控訴の趣旨
・原判決主文第１項及び第２項に係る予備
的請求。〈～省略〉

３．一審Ｙの控訴の趣旨
・原判決中、一審Ｙ敗訴部分を取り消す。
・一審Ｘ請求を棄却する。

【契約条項目録】
次の各条項中、「甲」は賃貸人、「乙」は賃

借人、「丙」は乙の丁に対する債務の連帯保
証人、「丁」は被上告人Ｙをそれぞれ指す。

（13条１項前段）
１　丁は、乙が支払を怠った賃料等及び変動
費の合計額が賃料３か月分以上に達したと
きは、無催告にて原契約を解除することが
できるものとする。
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（13条１項後段）
２　甲・乙及び丙は、上記１の場合に丁が原
契約についての解除権を行使することに対
して、異議はないことを確認する。

（18条２項２号）
３　丁は、乙が賃料等の支払を２か月以上怠
り、丁が合理的な手段を尽くしても乙本人
と連絡がとれない状況の下、電気・ガス・
水道の利用状況や郵便物の状況等から本件
建物を相当期間利用していないものと認め
られ、かつ本件建物を再び占有使用しない
乙の意思が客観的に看取できる事情が存す
るときは、乙が明示的に異議を述べない限
り、これをもって本件建物の明渡しがあっ
たものとみなすことができる。

［裁判所の判断］（上告審）〈抜粋〉
１．認定事実
本件は、Ｘが、Ｙに対し、同条項13条１項

前段、同条項18条２項２号等の各条項が法10
条に規定する消費者の利益を一方的に害する
消費者契約の条項に当たる等と主張して、同
法12条３項本文に基づき、上記各条項を含む
消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示
の各差止め、上記各条項が記載された契約書
ひな形が印刷された契約書用紙の各廃棄等を
求める事案である。

２．争点１（同条項13条１項前段が同法10条
に違反するか）について

⑴原審は、要旨次の通り判断して、Ｘの請求
を棄却すべきものとした。
最高裁昭和42年（オ）第1104号同43年11月

21日第一小法廷判決・民集22巻12号2741頁は、
家屋の賃貸借契約において、一般に、賃借人
が賃料を１か月分でも遅滞したときは催告を
要せず契約を解除することができる旨を定め

た特約条項は、賃料が約定の期日に支払われ
ず、そのため契約を解除するに当たり催告を
しなくてもあながち不合理とは認められない
ような事情が存する場合に、無催告で解除権
を行使することが許される旨を定めた約定で
あると解するのが相当である旨を判示してい
る。この法理は、同条項13条１項前段にも及
ぶというべきである。したがって、同条項13
条１項前段は、Ｙが賃料等（変動費を含む）
の支払の遅滞を理由に原契約を解除するに当
たり催告をしなくてもあながち不合理とは認
められないような事情が存する場合に、無催
告で解除権を行使することが許される旨を定
めた条項であると解するのが相当である。
そうすると、Ｙが同条項13条１項前段によ
り原契約につき無催告で解除権を行使すると
しても、賃借人の不利益は限定的なものにと
どまるというべきであるから、同条項13条１
項前段が信義則に反して消費者である賃借人
の利益を一方的に害するものということはで
きない。よって、同条項13条１項前段は、同
法10条に規定する消費者契約の条項には当た
らない。
⑵しかしながら、原審の判断は是認すること
ができない。その理由は次の通りである。
○同法10条の消費者契約の条項に該当するか
否かを検討するに当たり、まず、同条項13
条１項前段がいかなる内容を定めた条項で
あるのかを検討する。
事実関係等によれば、賃借人に賃料等の支
払の遅滞がある場合、Ｙは賃貸人に対して賃
料債務等につき連帯保証債務を履行する義務
を負う一方、連帯保証債務の履行を受けた賃
貸人は原契約を解除する必要に迫られないこ
とから、Ｙが無制限に連帯保証債務を履行し
続けなければならないという不利益を被るお
それがある。同条項13条１項前段は、このよ
うな不利益を回避するため、賃料債務等の連
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帯保証人であるＹに原契約の解除権を付与す
る趣旨に出たものと解される。そして、同条
項13条１項前段は、無催告で原契約を解除で
きる場合について、単に「賃借人が支払を怠
った賃料等の合計額が賃料３か月分以上に達
したとき」と定めるにとどまり、その文言上、
このほかには何ら限定を加えておらず、賃料
債務等につき連帯保証債務が履行されたか否
かによる区別もしていない上、Ｙ自身が、本
件訴訟において、連帯保証債務を履行した場
合であっても、同条項13条１項前段に基づい
て無催告で原契約を解除することができる旨
を主張している（記録によれば、Ｙは、現に
そのような取扱いをしていることがうかがわ
れる。）。これらに鑑みると、同条項13条１項
前段は、所定の賃料等の支払の遅滞が生じさ
えすれば、賃料債務等につき連帯保証債務が
履行されていない場合だけでなく、その履行
がされたことにより、賃貸人との関係におい
て賃借人の賃料債務等が消滅した場合であっ
ても、連帯保証人であるＹが原契約につき無
催告で解除権を行使することができる旨を定
めた条項であると解される。
原判決の引用する前記第一小法廷判決は、

賃貸人が無催告で賃貸借契約を解除すること
ができる旨を定めた特約条項について、賃料
が約定の期日に支払われず、そのため契約を
解除するに当たり催告をしなくてもあながち
不合理とは認められないような事情が存する
場合に、無催告で解除権を行使することが許
される旨を定めた約定であると解したもので
ある。他方で、同条項13条１項前段は、賃貸
人ではなく、賃料債務等の連帯保証人である
Ｙが原契約につき無催告で解除権を行使する
ことができるとするものである上、連帯保証
債務が履行されたことにより、賃貸人との関
係において賃借人の賃料債務等が消滅した場
合であっても、無催告で原契約を解除するこ

とができるとするものであるから、前記第一
小法廷判決が判示した上記特約条項とはおよ
そかけ離れた内容のものというほかない。
また、同法12条３項本文に基づく差止請求

の制度は、消費者と事業者との間の取引にお
ける同種の紛争の発生又は拡散を未然に防止
し、もって消費者の利益を擁護することを目
的とするものであるところ、上記差止請求の
訴訟において、信義則、条理等を考慮して規
範的な観点から契約の条項の文言を補う限定
解釈をした場合には、解釈について疑義の生
ずる不明確な条項が有効なものとして引き続
き使用され、かえって消費者の利益を損なう
おそれがあることに鑑みると、本件訴訟にお
いて、無催告で原契約を解除できる場合につ
き上記の通り何ら限定を加えていない同条項
13条１項前段について上記の限定解釈をする
ことは相当でない。そうすると、前記第一小
法廷判決が示した法理が同条項13条１項前段
に及ぶということはできず、同条項13条１項
前段について、Ｙが賃料等の支払の遅滞を理
由に原契約を解除するに当たり催告をしなく
てもあながち不合理とは認められないような
事情が存する場合に、無催告で解除権を行使
することが許される旨を定めた条項であると
解することはできないというべきである。
○そこで、同条項13条１項前段が法10条に規
定する消費者契約の条項に当たるか否かに
ついて検討する。
まず、同法10条は、消費者契約の条項が、

法令中の公の秩序に関しない規定、すなわち
任意規定の適用による場合に比し、消費者の
権利を制限し、又は消費者の義務を加重する
ものであることを要件としている。一般に、
賃借人に賃料等の支払の遅滞がある場合、原
契約の解除権を行使することができるのは、
その当事者である賃貸人であって、賃料債務
等の連帯保証人ではない。また、上記の場合
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において、賃料債務等につき連帯保証債務の
履行がないときは、賃貸人が上記遅滞を理由
に原契約を解除するには賃料等の支払につき
民法541条本文に規定する履行の催告を要し、
無催告で原契約を解除するには同法542条１
項５号に掲げる場合等に該当することを要す
る。他方で、上記の連帯保証債務の履行があ
るときは、賃貸人との関係においては賃借人
の賃料債務等が消滅するため、賃貸人は、上
記遅滞を理由に原契約を解除することはでき
ず、賃借人にその義務に違反し信頼関係を裏
切って賃貸借関係の継続を著しく困難ならし
めるような不信行為がある等の特段の事情が
あるときに限り、無催告で原契約を解除する
ことができるにとどまると解される。そうす
ると、同条項13条１項前段は、賃借人が支払
を怠った賃料等の合計額が賃料３か月分以上
に達した場合、賃料債務等の連帯保証人であ
るＹが何らの限定なく原契約につき無催告で
解除権を行使することができるものとしてい
る点において、任意規定の適用による場合に
比し、消費者である賃借人の権利を制限する
ものというべきである。
次に、同法10条は、消費者契約の条項が、

民法１条２項に規定する基本原則、すなわち
信義則に反して消費者の利益を一方的に害す
るものであることを要件としている。
原契約は、当事者間の信頼関係を基礎とす

る継続的契約であるところ、その解除は、賃
借人の生活の基盤を失わせるという重大な事
態を招来し得るものであるから、契約関係の
解消に先立ち、賃借人に賃料債務等の履行に
ついて最終的な考慮の機会を与えるため、そ
の催告を行う必要性は大きいということがで
きる。ところが、同条項13条１項前段は、所
定の賃料等の支払の遅滞が生じた場合、原契
約の当事者でもないＹがその一存で何らの限
定なく原契約につき無催告で解除権を行使す

ることができるとするものであるから、賃借
人が重大な不利益を被るおそれがあるという
ことができる。したがって、同条項13条１項
前段は、消費者である賃借人と事業者である
Ｙの各利益の間に看過し得ない不均衡をもた
らし、当事者間の衡平を害するものであるか
ら、信義則に反して消費者の利益を一方的に
害するものであるというべきである。よって、
同条項13条１項前段は、法10条に規定する消
費者契約の条項に当たるというべきである。

３．争点２（同条項18条２項２号が同法10条
に違反するか）について

⑴原審は、要旨次の通り判断して、Ｘの請求
を棄却した。
同条項18条２項２号は、①賃借人が賃料等
の支払を２か月以上怠ったこと、②被上告人
が合理的な手段を尽くしても賃借人本人と連
絡が取れない状況にあること、③電気・ガス・
水道の利用状況や郵便物の状況等から本件建
物を相当期間利用していないものと認められ
ること、④本件建物を再び占有使用しない賃
借人の意思が客観的に看取できる事情が存す
ることという四つの要件（以下「本件４要件」
という。）を満たすことにより、賃借人が本
件建物の使用を終了してその占有権が消滅し
ているものと認められる場合に、賃借人が明
示的に異議を述べない限り、Ｙが本件建物の
明渡しがあったものとみなすことができる旨
を定めた条項であり、原契約が継続している
場合は、これを終了させる権限をＹに付与す
る趣旨の条項であると解するのが相当である。
そうすると、本件４要件を満たす場合、賃
借人は、通常、原契約に係る法律関係の解消
を希望し、又は予期しているものと考えられ、
むしろ、同条項18条２項２号が適用されるこ
とにより、本件建物の現実の明渡義務や賃料
等の更なる支払義務を免れるという利益を受
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けるのであるから、本件建物を明け渡したも
のとみなされる賃借人の不利益は限定的なも
のにとどまるというべきであって、同条項18
条２項２号が信義則に反して消費者である賃
借人の利益を一方的に害するものということ
はできない。よって、同条項18条２項２号は、
同法10条に規定する消費者契約の条項には当
たらない。
⑵しかしながら、原審の判断は是認すること
ができない。その理由は、次の通りである。
同条項18条２項２号には原契約が終了して

いる場合に限定して適用される条項であるこ
とを示す文言はないこと、Ｙが、本件訴訟に
おいて、原契約が終了していない場合であっ
ても、同条項18条２項２号の適用がある旨を
主張していること等に鑑みると、同条項18条
２項２号は、原契約が終了している場合だけ
でなく、原契約が終了していない場合におい
ても、本件４要件を満たすときは、賃借人が
明示的に異議を述べない限り、Ｙが本件建物
の明渡しがあったものとみなすことができる
旨を定めた条項であると解される。そして、
同条項18条２項２号には原契約を終了させる
権限をＹに付与する趣旨を含むことをうかが
わせる文言は存しないのであるから、同条項
18条２項２号について上記の趣旨の条項であ
ると解することはできないというべきである。
○そこで、同条項18条２項２号が法10条に規
定する消費者契約の条項に当たるか否かに
ついて検討する。
Ｙが、原契約が終了していない場合におい

て、同条項18条２項２号に基づいて本件建物
の明渡しがあったものとみなしたときは、賃
借人は、本件建物に対する使用収益権が消滅
していないのに、原契約の当事者でもないＹ
の一存で、その使用収益権が制限されること
となる。そのため、同条項18条２項２号は、
この点において、任意規定の適用による場合

に比し、消費者である賃借人の権利を制限す
るものというべきである。そして、このよう
なときには、賃借人は、本件建物に対する使
用収益権が一方的に制限されることになる
上、本件建物の明渡義務を負っていないにも
かかわらず、賃貸人が賃借人に対して本件建
物の明渡請求権を有し、これが法律に定める
手続によることなく実現されたのと同様の状
態に置かれるのであって、著しく不当という
べきである。また、本件４要件のうち、本件
建物を再び占有使用しない賃借人の意思が客
観的に看取できる事情が存することという要
件は、その内容が一義的に明らかでないため、
賃借人は、いかなる場合に同条項18条２項２
号の適用があるのかを的確に判断することが
できず、不利益を被るおそれがある。なお、
同条項18条２項２号は、賃借人が明示的に異
議を述べた場合には、Ｙが本件建物の明渡し
があったとみなすことができないものとして
いるが、賃借人が異議を述べる機会が確保さ
れているわけではないから、賃借人の不利益
を回避する手段として十分でない。以上によ
れば、同条項18条２項２号は、消費者である
賃借人と事業者であるＹの各利益の間に看過
し得ない不均衡をもたらし、当事者間の衡平
を害するものであるから、信義則に反して消
費者の利益を一方的に害するものであるとい
うべきである。
よって、同条項18条２項２号は、同法10条

に規定する消費者契約の条項に当たるという
べきである。

４．結論
以上、原判決主文第１項を破棄して、Ｙの

控訴を棄却し、原判決中、同条項13条１項前
段に係る請求に関する部分を主文第２項の通
り変更するとともに、Ｘの同条項18条２項２
号に係るその余の請求に関する上告を棄却す
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ることとする等、主文の通り判決する。

2 ．委員会における指摘事項

○当事者（賃貸人）でもない家賃保証会社に
よる建物賃貸借契約の無催告解除権の行使
が否定されたことについて

・高裁では、家賃保証会社のリスクに見合っ
た賃借人の負担もやむを得ず等とし、細か
な特約の分析よりも家賃保証会社の機能の
有用性を強調した判決ではないかと思う。

・最高裁では、伝統的な賃借人保護の内容で
判断しており、賃借人についての契約解除
や明け渡しを簡単に認めるべきではないと
している点が、判決の大きな特徴であろう。

・最高裁の論理として、同条項13条１項前段
が、同法10条の消費者契約の条項に該当す
るか否かの判断において、一番重要なとこ
ろは、保証契約を履行していた場合には、
賃貸借契約の債務不履行にならないにもか
かわらず、３か月経っていたら債務不履行
による契約解除ができるのはおかしいので
はないかという点である。

・そして、原契約の当事者ではない第三者も
代理権限などが与えられれば解除の意思表
示ができそうなところ、最高裁は、本件で
家賃保証会社の契約解除を否定するととも
に、契約当事者以外の第三者による解除に
ついて、適格性が疑わしい第三者の権限を
否定する可能性を示しているのではないか
と思われる。

・賃貸人が無催告で契約解除を行い、差止訴
訟を提起された際には、本件の差止め判決
により、無効になるとも考えられるが、そ
の場合には、議論の余地があると思われる。

・家賃保証会社の賃借人に対する求償権の請
求は、疑問点が残るものの、今後の個別訴
訟や差止訴訟の判決の動向を注視したい。

〇本事案における限定解釈について

・差止訴訟の審理において、対象の条項につ
いて、信義則や条理等を考慮して、文言を
補充して限定解釈することは相当ではな
く、保証契約書の条項（ひな形）について
文言通りの理解を採用した最判であり、こ
れは、同法12条に基づく差止請求訴訟の場
合なので、限定解釈は認めるべきではない
と言う認識に整理できる。
〇賃借人が事業者（法人や個人事業主）の場
合、この条項の有効性について
・この条項は、消費者契約法の適用外、差止
請求訴訟の対象外であり、その有効性につ
いては、限定解釈になじみやすいものとも
言えるだろう。
○電話相談にて、賃借人より「家賃保証会社
が、勝手に立替請求してきた」、「管理会社
が、家賃保証会社に請求しておくので、後
は家賃保証会社と話をして」等の内容があ
る。その際の賃借人としての対応について
・例えば、原状回復費用に対する賃貸人の原
債権請求と家賃保証会社の求償権請求の
際、両者に対する賃借人の対応は同様であ
り、納得しないものは支払わない対応とな
る。
・民事の個別事案として、賃借人から賃貸人
や家賃保証会社に対し、個別の交渉にて紛
争解決を図り、解決しない場合には、提訴
手続きの対応となる。

3 ．参考資料

（委員会資料より一部抜粋）
Ⅰ．参考法令

⑴　民法
（占有権の消滅事由）
第203条　占有権は、占有者が占有の意思を
放棄し、又は占有物の所持を失うことによっ
て消滅する。ただし、占有者が占有回収の訴
えを提起したときは、この限りでない。
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（催告による解除）
第541条　当事者の一方がその債務を履行し
ない場合において、相手方が相当の期間を定
めてその履行の催告をし、その期間内に履行
がないときは、相手方は、契約の解除をする
ことができる。ただし、その期間を経過した
時における債務の不履行がその契約及び取引
上の社会通念に照らして軽微であるときは、
この限りでない。

（催告によらない解除）
第542条　次に掲げる場合には、債権者は、
前条の催告をすることなく、直ちに契約の解
除をすることができる。
一　債務の全部の履行が不能であるとき。
二　債務者がその債務の全部の履行を拒絶す
る意思を明確に表示したとき。
三　債務の一部の履行が不能である場合又は
債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意
思を明確に表示した場合において、残存する
部分のみでは契約をした目的を達することが
できないとき。
四　契約の性質又は当事者の意思表示によ
り、特定の日時又は一定の期間内に履行をし
なければ契約をした目的を達することができ
ない場合において、債務者が履行をしないで
その時期を経過したとき。
五　前各号に掲げる場合のほか、債務者がそ
の債務の履行をせず、債権者が前条の催告を
しても契約をした目的を達するのに足りる履
行がされる見込みがないことが明らかである
とき。
２　次に掲げる場合には、債権者は、前条の
催告をすることなく、直ちに契約の一部の解
除をすることができる。
一　債務の一部の履行が不能であるとき。
二　債務者がその債務の一部の履行を拒絶す
る意思を明確に表示したとき。

⑵　消費者契約法
（目的）
第１条　この法律は、消費者と事業者との間
の情報の質及び量並びに交渉力の格差に鑑
み、事業者の一定の行為により消費者が誤認
し、又は困惑した場合等について契約の申込
み又はその承諾の意思表示を取り消すことが
できることとするとともに、事業者の損害賠
償の責任を免除する条項その他の消費者の利
益を不当に害することとなる条項の全部又は
一部を無効とするほか、消費者の被害の発生
又は拡大を防止するため適格消費者団体が事
業者等に対し差止請求をすることができるこ
ととすることにより、消費者の利益の擁護を
図り、もって国民生活の安定向上と国民経済
の健全な発展に寄与することを目的とする。

（定義）
第２条　この法律において「消費者」とは、
個人（事業として又は事業のために契約の当
事者となる場合におけるものを除く。）をい
う。
２　この法律（第43条第２項第２号を除く。）
において「事業者」とは、法人その他の団体
及び事業として又は事業のために契約の当事
者となる場合における個人をいう。
３　この法律において「消費者契約」とは、
消費者と事業者との間で締結される契約をい
う。
４　この法律において「適格消費者団体」と
は、不特定かつ多数の消費者の利益のために
この法律の規定による差止請求権を行使する
のに必要な適格性を有する法人である消費者
団体（消費者基本法（昭和43年法律第78号）
第８条の消費者団体をいう。以下同じ。）と
して第13条の定めるところにより内閣総理大
臣の認定を受けた者をいう。
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（事業者の努力）
第３条　事業者は、次に掲げる措置を講ずる
よう努めなければならない。
一　消費者契約の条項を定めるに当たって
は、消費者の権利義務その他の消費者契約の
内容が、その解釈について疑義が生じない明
確なもので、かつ、消費者にとって平易なも
のになるよう配慮すること。

（事業者の損害賠償の責任を免除する条項等
の無効）
第８条　次に掲げる消費者契約の条項は、無
効とする。
一　事業者の債務不履行により消費者に生じ
た損害を賠償する責任の全部を免除し、又は
当該事業者にその責任の有無を決定する権限
を付与する条項
二　事業者の債務不履行（当該事業者、その
代表者又はその使用する者の故意又は重大な
過失によるものに限る。）により消費者に生
じた損害を賠償する責任の一部を免除し、又
は当該事業者にその責任の限度を決定する権
限を付与する条項
三　消費者契約における事業者の債務の履行
に際してされた当該事業者の不法行為により
消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を
免除し、又は当該事業者にその責任の有無を
決定する権限を付与する条項
四　消費者契約における事業者の債務の履行
に際してされた当該事業者の不法行為（当該
事業者、その代表者又はその使用する者の故
意又は重大な過失によるものに限る。）によ
り消費者に生じた損害を賠償する責任の一部
を免除し、又は当該事業者にその責任の限度
を決定する権限を付与する条項
２・３〈省略〉

（消費者の利益を一方的に害する条項の無効）

第10条　消費者の不作為をもって当該消費者
が新たな消費者契約の申込み又はその承諾の
意思表示をしたものとみなす条項その他の法
令中の公の秩序に関しない規定の適用による
場合に比して消費者の権利を制限し又は消費
者の義務を加重する消費者契約の条項であっ
て、民法第１条第２項に規定する基本原則に
反して消費者の利益を一方的に害するもの
は、無効とする。

（差止請求権）
第12条　適格消費者団体は、事業者、受託者
等又は事業者の代理人若しくは受託者等の代
理人（以下「事業者等」と総称する。）が、
消費者契約の締結について勧誘をするに際
し、不特定かつ多数の消費者に対して第４条
第１項から第４項までに規定する行為（同条
第２項に規定する行為にあっては、同項ただ
し書の場合に該当するものを除く。次項にお
いて同じ。）を現に行い又は行うおそれがあ
るときは、その事業者等に対し、当該行為の
停止若しくは予防又は当該行為に供した物の
廃棄若しくは除去その他の当該行為の停止若
しくは予防に必要な措置をとることを請求す
ることができる。ただし、民法及び商法以外
の他の法律の規定によれば当該行為を理由と
して当該消費者契約を取り消すことができな
いときは、この限りでない。
２　〈省略〉
３　適格消費者団体は、事業者又はその代理
人が、消費者契約を締結するに際し、不特定
かつ多数の消費者との間で第８条から第10条
までに規定する消費者契約の条項（第８条第
１項第１号又は第２号に掲げる消費者契約の
条項にあっては、同条第２項の場合に該当す
るものを除く。次項において同じ。）を含む
消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示
を現に行い又は行うおそれがあるときは、そ
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の事業者又はその代理人に対し、当該行為の
停止若しくは予防又は当該行為に供した物の
廃棄若しくは除去その他の当該行為の停止若
しくは予防に必要な措置をとることを請求す
ることができる。ただし、民法及び商法以外
の他の法律の規定によれば当該消費者契約の
条項が無効とされないときは、この限りでな
い。

Ⅱ．参考裁判例

《最高裁判例》

１．Ｓ43.11.21　最高裁第一小法廷判決
民集22巻12号2741頁

○家屋賃貸借契約において、１箇月分の賃料
の遅滞を理由に催告なしで契約を解除する
ことができる旨を定めた特約条項は、賃料
の遅滞を理由に当該契約を解除するに当た
り、催告をしなくても不合理とは認められ
ない事情が存する場合には、催告なしで解
除権を行使することが許される旨を定めた
約定として有効と解するのが相当であると
された事例。

２．Ｈ23.7.12　最高裁第三小法廷判決
判例時報2128号33頁　RETIO 83号140頁

○敷引特約が、契約書に敷引金は賃借人に返
還されないことが明確に読み取れる条項が
置かれており、敷引金の額は月額賃料の
3.5倍程度で高額に過ぎるとはいい難い等
として、消費者契約法10条により無効であ
るということはできないとされた事例。

３．Ｈ21.4.23　京都地裁判決
判例タイムズ1310号169頁　ウエストロー・
ジャパン

○消費者団体訴訟制度による初判決
金銭消費貸借契約において、借主が弁済期
限前に貸付金の全額を返済する場合に、借

主が利息及び遅延損害金以外の金員（違約
金）を貸主に交付する旨を定める契約条項
が、貸付けの内容によっては消費者契約法
10条に該当し無効であることを理由に、同
法12条３項により、適格消費者団体（本件
事案と同じ原告Ｘ）が請求した当該契約条
項を含む契約の締結の停止及び借用証書の
用紙の廃棄が認められた事例。

４．Ｈ21.9.30　京都地裁判決
判例時報2068号134頁　RETIO78号118頁

○適格消費者団体の差し止め訴訟において、
定額補修分担金条項は消費者契約法10条に
違反し無効とした上で、同条項の使用につ
いて同法12条３項に基づく差し止め要件を
満たすとして差止を認めた事例。
定額補修分担金条項とは、賃貸借契約締結
に際し、賃借人が賃貸人に対し、目的物件
の新装状態への回復費用の一部負担金を支
払うこと、契約終了時には同負担金は一切
返還されないこと、賃貸人は賃借人に対し，
賃借人の故意又は重過失による損耗の修
理・回復費用を除き、原状回復費用を請求
しないことを内容とする賃貸借契約の特約
条項。

５．Ｈ25.3.28　東京高裁判決
判例時報2188号57頁　RETIO 105号94頁

○適格消費者団体が、不動産賃貸事業者が使
用する契約書に記載されている更新料支払
条項及び契約終了後に明渡しが遅滞した場
合の損害賠償の予定を定めた条項は、消費
者契約法９条１号及び10条により無効であ
るとして、契約の申込み又は承諾の意思表
示の停止及び契約書用紙の破棄等を求めた
事案の控訴審において、原審を相当とし、
各条項は無効であると認めることはできな
いとして、控訴を棄却した事例。
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６．Ｈ25.10.17　大阪高裁判決
ウエストロー・ジャパン、RETIO 100号
130頁

○適格消費者団体（本件事案と同じ原告Ｘ）
が、不動産賃貸事業者に対し、事業者の使
用する賃貸借契約書の解除条項等は、消費
者契約法９条各号又は10条に該当するとし
て、法12条３項に基づき、同契約書による
意思表示の差止め、契約書用紙の廃棄並び
に差止め及び契約書用紙廃棄のための従業
員への指示を求め、原審が解除条項の一部
のみ意思表示の差止め及び契約書用紙廃棄
を認めたため、控訴した事案において、解
除条項は法10条に当たるとして、原判決を
変更し同条項に係る意思表示の差止め及び
契約書廃棄を認めた事例。

７．Ｒ2.11.5　東京高裁判決（Ｒ2.2.5さいたま
地裁）　裁判所ウエブサイト

○適格消費者団体が、被告が不特定かつ多数
の消費者との間でポータルサイト「モバゲ
ー」に関するサービス提供契約を締結する
に当たり、同法８条１項に規定する消費者
契約の条項に該当する条項を含む契約の申
込み又は承諾の意思表示を現に行い、又は
行うおそれがあると主張した事案におい
て、被告に対し、同法12条３項に基づき、
契約条項を含む契約の申込み又は承諾の意
思表示の停止、これらの行為の停止又は予
防に必要な措置のため、被告はその従業員
らに対し当該記載の意思表示を行うための
事務を行わないことを指示した事例。被告
の控訴は棄却された事例。

おわりに

本件は、消費者契約法12条に基づく差止請
求訴訟のうち、同法10条に該当するか否かの
判断がなされた判決として、多くの判例評釈

にも取り上げられていることから、本委員会
においても、有意義な議論が行われた。
本事案は、第一審から約６年に亘り紛争が
続き、控訴審と上告審において結論が分かれ
る結果となったが、上告審では、契約書ひな
形は、消費者が文言通り、その内容を素直に
理解し、誤解を抱くおそれを避けるようにす
べきであることを示した判決内容と言える。
一方、個別の事情や限定解釈の入る余地等
の委員会議論に関する答えは、今後の個別事
案の訴訟や差止請求の訴訟における様々な事
案の結論を待ってからと言うのが実状ではな
かろうか。
また、ワーキンググループや委員会を通じ
て感じられるのは、適格消費者団体、家賃保
証会社の存在や実態としての活動内容が余り
知られていない一方、ここ10年来で、賃貸契
約時に家賃保証会社を利用するケースは増加
傾向（令和２年で80％に及ぶ）にあり、賃貸
借契約締結の前提条件として、当然の如く保
証契約が賃借人との間で結ばれていると言う
現状において、家賃債務保証業の事業者とし
て、Ｙに対して遣り過ぎとの印象は否めない
ように思われる。
賃貸事業者である賃貸人、消費者である賃
借人、賃借人の委託による家賃保証会社、賃
貸人の委託による管理会社、各々の実務につ
いてあらためて考察するに当たっても、本事
案は参考になるであろう。
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